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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

提出会社の経営指標等

回次 第25期 第26期 第27期 第28期 第29期

決算年月 平成23年９月 平成24年９月 平成25年９月 平成26年９月 平成27年９月

売上高 (千円) 5,256,090 4,703,711 4,590,861 4,875,076 4,379,895

経常利益又は経常損失(△) (千円) △9,506 89,939 134,975 205,922 79,935

当期純利益又は当期純損失(△) (千円) △35,985 △226,007 104,402 158,048 50,307

持分法を適用した場合の投資利益 (千円) － － － － －

資本金 (千円) 2,715,805 2,715,805 1,000,000 1,000,000 1,000,000

発行済株式総数 (株) 144,366 144,366 144,366 14,436,600 14,436,600

純資産額 (千円) 1,346,348 1,120,340 1,224,742 1,311,677 1,312,227

総資産額 (千円) 2,183,619 1,844,411 1,709,998 1,784,639 1,693,336

１株当たり純資産額 (円) 9,325.94 7,760.42 84.84 92.26 92.30

１株当たり配当額
(円)

－ － 250.0 3.5 2.5

(内１株当たり中間配当額) (－) (－) (－) (－) (－)

１株当たり当期純利益金額又は当

期純損失金額(△)
(円) △249.49 △1,565.52 7.23 11.02 3.54

潜在株式調整後１株当たり当期純

利益金額
(円) － － － － －

自己資本比率 (％) 61.7 60.7 71.6 73.5 77.5

自己資本利益率 (％) － － 8.9 12.5 3.8

株価収益率 (倍) － － 16.1 15.3 33.9

配当性向 (％) － － 34.6 31.8 70.6

営業活動によるキャッシュ・フ

ロー
(千円) 182,464 176,774 7,190 233,455 13,207

投資活動によるキャッシュ・フ

ロー
(千円) △50,352 99,328 36,335 76,807 △35,966

財務活動によるキャッシュ・フ

ロー
(千円) △63,965 △63,290 △48,266 △90,153 △49,254

現金及び現金同等物の期末残高 (千円) 114,594 327,408 322,676 542,791 470,782

従業員数
(名)

94 34 30 25 20

(外、平均臨時雇用者数) (216) (176) (183) (190) (200)

(注)１．当社は連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には消費税等は含まれておりません。

３．持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社を有していないため記載しておりません。

４．第29期の１株当たり配当額には、東京証券取引所市場第二部指定の記念配当1.0円を含んでおります。

５．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、第25期及び第26期においては潜在株式は存在するものの

１株当たり当期純損失であるため、第27期、第28期及び第29期においては潜在株式が存在しないため記載してお

りません。

６．第25期及び第26期の自己資本利益率については、当期純損失を計上しているため記載しておりません。
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７．第25期及び第26期の株価収益率については、当期純損失を計上しているため記載しておりません。

８．第25期及び第26期の配当性向については、配当を実施していないため記載しておりません。

９．平成26年４月１日付けで１株につき100株の株式分割を行いましたが、第27期の期首に当該株式分割が行われた

と仮定し、１株当たり純資産額及び１株当たり当期純利益金額を算定しております。
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２【沿革】

年月 事項

昭和62年１月 現代表取締役社長樽見茂が埼玉県越谷市弥栄町において、有限会社篠崎屋食品(資本金3,000千

円)を設立し、スーパーマーケットへの卸売を開始

昭和63年１月 春日部工場を埼玉県春日部市赤沼に新設

平成元年10月 天然にがりを用いた絹ごし豆腐を製造開始

平成７年10月 株式会社篠崎屋に商号及び組織変更(資本金10,000千円)

本社を埼玉県春日部市赤沼へ移転

平成９年９月 庄和工場を埼玉県北葛飾郡庄和町に新設

平成11年８月 小売店「三代目茂蔵工場直売所」第１号店(春日部工場前店)を埼玉県春日部市に出店

平成12年８月 小売店「三代目茂蔵工場直売所」FC第１号店(藤塚店)を埼玉県春日部市に出店

平成12年10月 有限会社篠崎屋豆腐販売の営業の全てを営業譲受

外食店「三代目茂蔵」直営第１号店(せんげん台店)を埼玉県越谷市に出店

平成13年３月 外食店「三代目茂蔵」FC第１号店(朝霞店)を埼玉県朝霞市に出店

平成14年６月 本社機構を埼玉県越谷市千間台西第一千間台ビル（現　本社ビル）に移転

平成15年８月 松伏工場を埼玉県北葛飾郡松伏町に新設

平成15年10月 梅田工場を埼玉県春日部市に新設

平成15年11月 東京証券取引所マザーズ市場に上場

平成16年12月 業務用食材の卸売事業を展開する株式会社ミズホを子会社化

平成17年１月 当社FCオーナーに対する金融サービスを提供するため、有限会社ラッキー・ドリームを子会社化

（平成17年４月に株式会社ドリーム・キャピタルへ改組）

平成17年３月 小山工場を栃木県小山市に新設

 春日部工場を小山工場に統合のため閉鎖

 梅田工場及び庄和工場を小山工場に統合のため休止

平成17年４月 乾麺等食材の製造販売事業を展開する白石興産株式会社を関連会社化

平成17年８月 中華レストランを展開する株式会社大秦を関連会社化

平成17年10月 アイスクリームの製造販売事業を展開する株式会社ドナテロウズジャパンを子会社化

茨城県常総市に所在する、豆腐等を生産する水海道工場を株式会社天狗より取得

平成17年10月 シュウマイ・ギョーザ等中華惣菜の製造販売事業を展開する楽陽食品株式会社を子会社化

平成17年10月 株式会社大秦の株式を追加取得し子会社化

平成17年12月 昆布巻・煮豆等の製造販売事業を展開する株式会社サッポロ巻本舗を子会社化

平成18年２月 群馬県甘楽郡下仁田町に所在する、こんにゃく等を生産する下仁田工場を株式会社天狗より取得

平成19年１月 株式会社ドリーム・キャピタルの全株式を売却したため、連結の範囲から除外

平成19年３月 松伏工場を水海道工場に統合のため閉鎖

茨城県かすみがうら市に所在する、豆腐等を生産するかすみがうら工場を飯村商事株式会社より

取得

平成19年５月 株式会社ドナテロウズジャパンが第三者割当による増資を実施し、持株比率が変動したため、連

結の範囲から除外

平成19年10月 株式会社大秦の全株式を売却したため、連結の範囲から除外

平成20年６月 白石興産株式会社の全株式を売却したため、持分法の適用範囲から除外

平成20年12月 楽陽食品株式会社の全株式を売却したため、連結の範囲から除外

平成20年12月 株式会社ミズホ及び株式会社サッポロ巻本舗の全株式を売却したため、持分法の適用範囲から除

外

平成21年２月 下仁田工場を休止

平成21年２月 かすみがうら工場を水海道工場及び小山工場に統合のため休止

平成23年10月 水海道工場及び小山工場の２工場における生産を全て外部の協力企業に委託

平成27年２月 東京証券取引所市場第二部に市場変更

 

EDINET提出書類

株式会社　篠崎屋(E00515)

有価証券報告書

 4/51



３【事業の内容】

　当社は、主に豆腐・豆乳等大豆加工食品及び関連商品の企画・開発・販売、小売加盟店に対する販売指導等を中心

とした豆腐版SPAを行っております。

　なお、次の２部門は「第５ 経理の状況 １ 財務諸表等 (1) 財務諸表 注記事項」に掲げるセグメントの区分

と同一であります。

(1) 小売事業

 店舗名「三代目茂蔵」の直営店による小売事業を行っております。平成27年９月30日現在、59店舗を展開してお

ります。

 

(2) その他事業

　店舗名「三代目茂蔵」の加盟店への卸売事業及び販売指導等、業務用得意先への卸売事業並びに通販事業を行っ

ております。

 

当社の事業の系統図は、次のとおりであります。
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４【関係会社の状況】

　該当事項はありません。

５【従業員の状況】

(1) 提出会社の状況

(平成27年９月30日現在)
 

従業員数(人) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(千円)

20（200） 36.8 7.6 4,233

 

セグメントの名称 従業員数（人）

小売事業 7 (192)

その他事業 1 (　-)

報告セグメント計 8 (192)

全社（共通） 12 ( 8)

合計 20 (200)

(注) １．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数（パートタイマー）は（　）内に１人１日８時間換算による年間の

平均人員を外書きで記載しております。

２．全社（共通）として記載されている従業員数は、管理部門に所属しているものであります。

 

(2) 労働組合の状況

労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

(1) 業績

　当事業年度の売上高は4,379,895千円（前事業年度比10.2％減）、営業利益は81,741千円（前事業年度比60.9％

減）、経常利益は79,935千円（前事業年度比61.2％減）、当期純利益は50,307千円（前事業年度比68.2％減）となり

ました。

 

　セグメント別の業績は次のとおりであります。

 

（小売事業）

　当事業年度は「徹底的に考えて行動する」をテーマに、商品力とマネージャーシステムのブラッシュアップを推し

進めてまいりました。

　商品につきましては、米飯・和菓子等の惣菜系商品と共に豆腐類、揚げ物類の鮮度感を強化した新商品開発及びリ

ニューアルを行うと同時に、徹底的に「美味しい」を追求した高付加価値商品の開発も行ってまいりました。特に米

飯では「いなり寿司」、「太巻き」、「限定弁当」を、和菓子ではあんこ・もち米等を全面的に改良すると同時に価

格の見直しを実施してリニューアルを行い、鮮度感と商品単価の向上に努めました。

　結果、１店舗平均の顧客単価は前事業年度比99.7％となりましたが、顧客数につきましては商品のリニューアル投

入が遅れたこと等が要因となり来店頻度が低下したため、同91.7％となりました。特に第４四半期会計期間は天候不

順と景況感の悪化も要因となり、同会計期間の１店舗平均の顧客単価は前年同四半期比98.6％となりましたが、顧客

数につきましては同87.7％と大きく落ち込む結果となりました。このような状況下、翌事業年度に向けた課題とし

て、より分かりやすく買いやすい商品作りに取り組んでまいります。具体的には「大豆加工食品の専門店」から、よ

り豆腐屋らしく「豆腐・豆乳・おからの専門店」へと原点回帰をテーマに、店舗作り・商品開発を推し進めてまいり

ます。そこで商品については、商品の特徴などをより分かりやすくするため、統一パッケージに順次リニューアルす

ると共に、より買いやすくするために商品単価につきましては量目等を見直して100円商品を中心に取り揃える準備

を行ってまいります。

　また、マネージャーシステムにつきましては、発注の精度向上を最大の課題と捉えて、今まで様々なデータに基づ

き仮説を立てて検証を行い、そのデータを蓄積してきたことによりシステム化をすることが可能となり、翌事業年度

より本格的な発注システムが稼働できる状況となりました。

　結果、マネージャーの生産性は大幅に向上することとなり翌事業年度からは新業態開発等への人員配置を実施する

予定です。

　以上の結果、小売事業の売上高は3,918,928千円（前事業年度比9.5％減）、セグメント利益（営業利益）におきま

しては、売上高の減少により固定費率が上昇し、販管費率が前事業年度比1.8ポイント上昇したことが要因となり

191,427千円（前事業年度比38.5％減）となりました。

 

（その他事業）

　その他事業は、小売加盟店及び業務用得意先への卸売事業並びに通販事業であります。

　その他事業の売上高は460,967千円（前事業年度比15.5％減）、セグメント利益（営業利益）は50,567千円（前事

業年度比23.7％減）となりました。

 

　なお、当事業年度の出店状況は、次のとおりであります。

（単位：店）

 
前事業年度末

店舗数
増加 減少

当事業年度末

店舗数

小売事業 「三代目茂蔵」（直営店） 60 3 4 59

その他事業 「三代目茂蔵」（加盟店） 92 7 14 85

合計 152 10 18 144
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(2) キャッシュ・フロー

　当事業年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前事業年度と比較して72,009千円減少

し470,782千円となりました。

　当事業年度における各キャッシュ・フローの状況は、次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果得られた資金は、13,207千円（前事業年度は233,455千円の収入）となりました。これは主

に、増加要因として、税引前当期純利益66,928千円、減価償却費及びその他の償却費39,326千円、固定資産売却

損益14,483千円、減少要因として、仕入債務の減少額56,557千円等によるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果使用した資金は、35,966千円（前事業年度は76,807千円の収入）となりました。これは主に、

増加要因として、有形固定資産の売却による収入23,513千円、リース債権の回収による収入11,382千円、減少要

因として、投資有価証券の取得による支出30,000千円、無形固定資産の取得による支出24,316千円、有形固定資

産の取得による支出16,234千円等によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果使用した資金は、49,254千円（前事業年度は90,153千円の支出）となりました。これは配当金

の支払額によるものであります。

 

２【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

　該当事項はありません。

 

(2) 仕入実績

　当事業年度の仕入実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称
当事業年度

(自　平成26年10月１日
　至　平成27年９月30日)

前年同期比(％)

小売事業(千円) 2,753,089 91.0

その他事業(千円) 363,190 86.2

合計(千円) 3,116,280 90.4

(注)１．金額には、消費税等は含まれておりません。

２．金額は、仕入価格で記載しております。

３．「第５　経理の状況　１　財務諸表等　注記事項（会計方針の変更）」に記載のとおり、当事業年度よ

り配送費の計上方法を変更しております。前年同期比については、遡及適用後の前事業年度数値に基づ

いております。

 

(3) 受注状況

　該当事項はありません。

 

(4) 販売実績

　　当事業年度の販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称
当事業年度

(自　平成26年10月１日
　至　平成27年９月30日)

前年同期比(％)

小売事業(千円) 3,918,928 90.5

その他事業(千円) 460,967 84.5

合計(千円) 4,379,895 89.8

(注)１．金額には、消費税等は含まれておりません。

２．販売実績総額に対する割合が、100分の10以上に該当する相手先はありません。
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３【対処すべき課題】

　当社は、「いいものを安く」消費者に提供することを企業コンセプトに豆腐・豆乳等大豆加工食品の企画・開発・

販売を通して製造小売（豆腐版SPA）事業を推進しております。

　また、製造小売（豆腐版SPA）事業を推進する上で重要な課題となる商品の企画・開発と販売力の強化を図ってま

いります。そのため「いいものを安く」を主眼にした、消費者の健康に配慮した商品企画・開発力及び「三代目茂

蔵」の出店による販売力を両輪として当社のブランド力を強化し、企業価値拡大に取り組んでまいります。

 

(1) 小売事業モデルについて

　当社は、製造小売（豆腐版SPA）事業に全ての経営資源を集中し商品力と販売力を両輪に事業拡大を推進しており

ます。その際、商品力においては企画・開発に迅速に対応できる協力企業の拡大に取り組むとともに、販売力を強化

するための人材の採用や教育の強化は重要な課題であると考えており全社を挙げて取り組んでまいります。

 

(2) 新商品開発

　当社は大豆たんぱく質をテーマとした様々なカテゴリーの商品企画・開発をしておりますので、消費者に支持さ

れ、当社ブランド力を高める鮮度感のある新商品を開発していくことは、当社事業を拡大する上で重要な課題である

と考えております。消費者の健康志向や安全・安心志向に適う高い品質のものをできるだけ安価に提供するべく商品

企画・開発に鋭意取り組んでまいります。

 

(3) コンプライアンス体制の強化

　当社は社会的責任を果たすべく全社的にコンプライアンス体制を整備強化しておりますが、当業界を取り巻く消費

者の安全・安心志向がより高まる中、コンプライアンス体制をより強化していくことを特に注力すべき課題と考えて

おります。そのために単なるコンプライアンス体制の整備強化に止まらず、ひとりひとりのコンプライアンスに対す

る意識をより高め、社会的責任を果たせるコンプライアンス体制を確立してまいります。

 

４【事業等のリスク】

　以下において、当社の経営成績、今後の事業展開その他に関するリスク要因となる可能性があると考えられる主な

事項を記載しております。なお、当社は、これらのリスク発生の可能性を認識した上で、発生の回避及び発生した場

合の対応に努める方針であります。

　なお、文中の将来に関する事項は、有価証券報告書提出日現在（平成27年12月24日）において当社が判断したもの

であります。

 

(1) 今後の事業戦略及び出店施策

　当社は、お客様に「いいものを安く」提供し、高品質な商品を適正価格で販売するという設立以来の事業方針に基

づき、今後も全社において小売事業を積極的に進めてまいりますが、既存業態及び新規業態の条件に見合う物件がな

い場合には出店は行わないため、当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。

 

(2) 消費者の嗜好の変化について

　当社が取扱う商品は、消費者の嗜好の変化による影響を受けやすく、特に食料品の分野においては消費者の嗜好の

変化のスピードが早まっており、消費者の需要動向にあった商品開発が行われなかった場合、当社の業績に影響を及

ぼす可能性があります。

 

(3) 債権管理について

　当社は、取引先や小売加盟店に対しての売上債権や売上金の保全に努めますが、当該取引先または小売加盟店が経

営不振等に陥った場合、当該取引先や小売加盟店から売上債権や売上金が回収できない場合が想定されます。また、

直営店舗につきましては敷金・保証金等の保全に努めますが、当該店舗賃貸者等が経営不振に陥った場合、敷金・保

証金等の回収ができない場合が想定され、それらの結果、当社の財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があり

ます。

 

(4) 特定の取引先への依存度について

　当社は、年間仕入総額の40.1％を株式会社ハギワラから仕入れております。株式会社ハギワラは、主要な協力工場

のひとつであり、当社の２工場における生産を全て委託しております。

　今後、同社との売買条件が変更になった場合、同社との契約更新が円滑に進まなかった場合等、何らかの理由で同

社からの仕入につき支障が生じた場合には、当社の店舗運営や業績等に影響を及ぼす可能性があります。

 

(5) 特定人物への依存
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　当社事業の創始者であり推進者である代表取締役社長樽見茂は、設立以来、経営方針及び事業戦略の決定を行い、

事業運営の中心としての役割を果たしております。同氏に対する依存度が高いため、何らかの理由により同氏が経営

から離れるような事態となった場合には、当社の業績及び今後の事業推進に影響を及ぼす可能性があります。

 

(6) 当社の管理体制について

　当社が今後業容を拡大していく際、併せて内部管理体制も強化・充実させていく必要があります。しかし、当社の

事業の拡大や人員の増強に対して、適切かつ十分な組織的対応ができるか否かは不透明であり、その結果、当社の事

業遂行及び拡大に影響を及ぼす可能性があります。

 

(7) 原材料価格の高騰に関するリスク

　当社商品の主要原材料は、大豆などの農産物であり、また包材については石油製品を使用しており、その価格は市

場の状況により変動いたします。今後、異常気象や原油価格の高騰等、予測困難な問題により原材料価格が上昇した

場合、当社の業績及び財務状況に影響を及ぼす可能性があります。

 

(8) 食品衛生の安全管理について

　当社の事業の多くは、「食品衛生法」の規制を受けており、監督官庁より営業許可を取得しております。当社で

は、食品販売における衛生管理の重要性に鑑み、法定の食品衛生検査をはじめ、食品衛生責任者の設置、害虫駆除の

定期的実施等により、安全な商品を顧客に提供するため衛生管理を徹底しております。

　しかしながら、食中毒等の衛生問題が発生した場合、当社において損害賠償の請求を受けたり、商品回収による損

失及びその費用が発生したりするほか、当社のブランドイメージ低下による売上の減少等により、当社の業績に影響

を及ぼす可能性があります。

 

(9) 災害等の発生による影響について

　当社は事業の特性上、売上高の基となる顧客数が天候及び気温に左右される傾向にあります。従って猛暑・厳冬等

の異常気象が発生した場合、当社の業績に影響を与える可能性があります。

　また、当社は、関東地方を中心に事業を展開しており、地震・洪水等の自然災害の発生による被害を被る可能性が

あり、その被害の程度によっては、当社の業績及び財務状況に影響を及ぼす可能性があります。加えて、取引先の工

場・倉庫・輸送手段等が被災し、商品供給が影響を受ける可能性があり、その被災の程度によっては、当社の業績に

影響を及ぼす可能性があります。

 

(10)労務関連のリスク

　当社は、多くのパートタイム従業員が業務に従事しておりますが、今後の人口態様の変化により、適正な労働力を

確保できない可能性があるほか、今後、社会保険、労働条件に係わる諸制度に変更がある場合、人件費の増加とな

り、当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。

 

(11)情報リスクについて

　当社は、店舗及び事務所等において、ネットワークを構築し、営業・財務・個人データ等の様々な会社情報をコン

ピューター管理しております。ＩＴ統制・ＩＴ業務管理規程等を設けて、厳正な情報管理を実施しておりますが、犯

罪行為やネットワーク障害等により、情報の漏洩・流出及びシステムが破壊される事等により営業活動に支障が生じ

た場合は、当社の業績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

 

５【経営上の重要な契約等】

　該当事項はありません。

 

６【研究開発活動】

　特記すべき事項はありません。

EDINET提出書類

株式会社　篠崎屋(E00515)

有価証券報告書

10/51



７【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 重要な会計方針及び見積り

　当社の財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成されております。この

財務諸表を作成するにあたり重要となる会計方針については、「第５　経理の状況　１　財務諸表等　注記事項（重

要な会計方針）」をご参照下さい。

 

(2) 当事業年度の経営成績の分析

①　売上高

「第２　事業の状況　１　業績等の概要　(1) 業績」をご参照下さい。

②　売上総利益

売上総利益は1,264,876千円（前事業年度比11.9％減）となり、売上総利益率は28.9％（前事業年度は29.5％）

となりました。売上総利益の減少につきましては、売上高が減少したこと及び当事業年度より、物流センターから

直営店舗への商品の配送費を売上原価として処理しておりますが、前事業年度と比べ配送費率が0.4ポイント上昇

したことが売上総利益率の低下の要因となっております。

③　営業利益及び経常利益

営業利益及び経常利益につきましては、売上高が減少したこと及び引き続き経費削減等に努めましたが、売上高

が減少したことにより販売費及び一般管理費比率が前事業年度に比べ1.8ポイント上昇したことにより、営業利益

は127,529千円減少し81,741千円、経常利益につきましては、前事業年度に比べ125,987千円減少し79,935千円とな

りました。

④　当期純利益

当期純利益につきましては、当社が行っている債務保証に伴う債務保証損失引当金の戻入額3,750千円、かすみ

がうら工場売却等による固定資産売却損14,726千円、店舗閉鎖損失2,271千円及び法人税、住民税及び事業税

23,585千円を計上した結果、50,307千円となりました。

 

(3) 当事業年度の財政状態の分析

①　資産

当事業年度末における資産の残高は、前事業年度末と比較して91,302千円減少し1,693,336千円となりました。

これは主に、増加要因として、投資有価証券の増加30,000千円、ソフトウェアの増加22,844千円、減少要因とし

て、現金及び預金の減少72,009千円、有形固定資産の減少59,839千円等によるものであります。

②　負債

当事業年度末における負債の残高は、前事業年度末と比較して91,852千円減少し381,109千円となりました。こ

れは主に、買掛金の減少56,557千円、未払金の減少17,538千円等によるものであります。

③　純資産

当事業年度末における純資産の残高は、前事業年度末と比較して549千円増加し1,312,227千円となりました。こ

れは主に、増加要因として、当期純利益の計上50,307千円等、減少要因として、剰余金の配当49,758千円によるも

のであります。

 

(4) 経営成績に重要な影響を与える要因について

　「第２　事業の状況　４　事業等のリスク」をご参照下さい。

(5) 経営戦略の現状と見通し

　「第２　事業の状況　３　対処すべき課題」をご参照下さい。

(6) 資本の財源及び資金の流動性についての分析

　当事業年度におけるキャッシュ・フローは、営業活動によるキャッシュ・フロー13,207千円、投資活動による

キャッシュ・フロー△35,966千円、財務活動によるキャッシュ・フロー△49,254千円となりました。詳しくは「第

２　事業の状況　１　業績等の概要　(2) キャッシュ・フロー」をご参照下さい。
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

　当事業年度に実施いたしました設備投資の総額は、37,379千円であります。

　その主なものは、直営店等における店舗ｗｅｂ管理システムの導入と、小売事業のモデル強化のための「三代目茂

蔵」直営店の出店及び既存店舗の売り場レイアウト変更に伴う店舗設備等によるものであります。

 

２【主要な設備の状況】

　平成27年９月30日現在における主な事業所の設備、帳簿価額並びに従業員の配置状況は、次のとおりであります。

事業所名
(所在地)

セグメント
の名称

設備の内容

帳簿価額（千円）

従業員数
(名)建物及び

構築物

機械装置
及び車両
運搬具

工具、器
具及び備

品

土地
(面積㎡)

合計

本社

(埼玉県春日部市)

全社

－ － － －
11,913

（275.74）
11,913 －

本社機構

(埼玉県越谷市)
本社業務設備 6,854 1,469 2,802 － 11,126 15

その他 － 0 284 59
5,362

（394.71）
5,706 1

小山工場

(栃木県小山市)

小売事業

及び

その他事業

貸与資産 103,903 － －
172,694

（8,869.60）
276,597 －

水海道工場

(茨城県常総市）
貸与資産 7,712 － －

373,000

（17,253.31）
380,712 －

岩井文化センター店（加盟

店）

(茨城県)

貸与資産 － － 30 － 30 －

千間台店他11店

(埼玉県)

小売事業

店舗設備 12,627 50 2,980 － 15,658 1

北千住店他23店

(東京都)
店舗設備 8,878 － 1,495 － 10,374 3

大船店他19店

(神奈川県)
店舗設備 5,110 － 2,110 － 7,221 －

我孫子店他１店

(千葉県)
店舗設備 528 － 77 － 605 －

イーアスつくば店

(茨城県)
店舗設備 163 － 30 － 194 －

合計 145,780 1,804 9,587
562,970

（26,793.36）
720,143 20

(注)１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　　２．本社は登記上の本店所在地ですが、実際の本社業務は本社機構で行っております。

３．小山工場及び水海道工場の建物及び構築物並びに土地につきましては、外部協力会社に賃貸しておりま

す。

４．本社機構、小売事業の店舗につきましては、建物を賃借しております。

　　５．本社機構、小売事業の店舗における建物及び構築物は、賃借物件に係る内装設備であります。

６．「その他」の土地は、庄和工場(遊休)土地(埼玉県春日部市394.71㎡)5,362千円であります。

７．従業員数は、臨時雇用者を含んでおりません。

 

３【設備の新設、除却等の計画】

(1) 重要な設備の新設等

該当事項はありません。

(2) 重要な設備の除却等

該当事項はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 50,000,000

計 50,000,000

 

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在発行数(株)

(平成27年９月30日)
提出日現在発行数(株)
(平成27年12月24日)

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名

内容

普通株式 14,436,600 14,436,600
東京証券取引所

(市場第二部)

単元株式数

100株

計 14,436,600 14,436,600 － －

(注)　当社は、平成27年２月１日をもって、東京証券取引所マザーズから東京証券取引所市場第二部へ市場変更してお

ります。

 

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数

（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額

（千円）

資本準備金残
高（千円）

 平成22年10月１日～

 平成23年９月30日

(注１)

600 144,366 4,939 2,715,805 4,939 2,616,490

 平成25年１月23日

(注２)
－ 144,366 △1,715,805 1,000,000 △2,496,149 120,340

　平成26年４月１日

(注３)
14,292,234 14,436,600 － 1,000,000 － 120,340

(注)１．新株予約権の行使による増加であります。

　２．資本金及び資本準備金の減少は、欠損填補によるものであります。

　３．株式分割（１：100）によるものであります。
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（６）【所有者別状況】

（平成27年９月30日現在）
 

区分

株式の状況（１単元の株式数100株）
単元未満株
式の状況
(株)

政府及び地
方公共団体

金融機関
金融商品取
引業者

その他の
法人

外国法人等
個人その他 計

個人以外 個人

株主数(人) － 4 12 53 13 8 8,019 8,109 －

所有株式数

（単元)
－ 2,512 4,179 9,778 2,177 64 125,646 144,356 1,000

所有株式数の

割合(％)
－ 1.74 2.90 6.77 1.51 0.04 87.04 100.0 －

(注)　自己株式220,000株は、「個人その他」に2,200単元を含めて記載しております。

 

（７）【大株主の状況】

  （平成27年９月30日現在）

氏名又は名称 住所
所有株式数

(株)

発行済株式総
数に対する所
有株式数の割
合(％)

樽見　茂 埼玉県越谷市 3,029,900 20.98

伊藤　偉平 東京都新宿区 377,700 2.61

株式会社ハギワラ 東京都足立区六木４-３-19 350,000 2.42

株式会社鈴木物産 東京都足立区鹿浜８-18-２ 300,000 2.07

樽見　登美子 埼玉県越谷市 289,000 2.00

樽見　浩　 埼玉県春日部市 261,300 1.80

篠崎屋取引先持株会 埼玉県越谷市千間台西１-13-５ 235,900 1.63

篠崎屋役員持株会 埼玉県越谷市千間台西１-13-５ 213,800 1.48

伊藤　桂麗 東京都新宿区 182,100 1.26

中山　文博 東京都杉並区 179,800 1.24

計 － 5,419,500 37.54

(注)　上記のほか、自己株式が220,000株あります。
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（８）【議決権の状況】

①【発行済株式】

（平成27年９月30日現在）
 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式(自己株式等)  － － －

議決権制限株式(その他)  － － －

完全議決権株式(自己株式等) 普通株式 220,000 － －

完全議決権株式(その他) 普通株式 14,215,600 142,156 －

単元未満株式 普通株式 1,000 － －

発行済株式総数 14,436,600 － －

総株主の議決権  － 142,156 －

 

②【自己株式等】

（平成27年９月30日現在）
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合

（％）

株式会社篠崎屋
埼玉県春日部市赤沼

870番地１
220,000 － 220,000 1.52

計 － 220,000 － 220,000 1.52

 

（９）【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はありません。

 

２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】　該当事項はありません。

（１）【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

（２）【取締役会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

該当事項はありません。
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（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分

当事業年度 当期間

株式数（株）
処分価額の総額

（円）
株式数（株）

処分価額の総額
（円）

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 － － － －

消却の処分を行った取得自己株式 － － － －

合併、株式交換、会社分割に係る移転を

行った取得自己株式
－ － － －

その他

（－）
－ － － －

保有自己株式数 220,000 － 220,000 －

 

３【配当政策】

　当社は、株主に対する利益還元を経営の重要課題とし、業績及びその時点での経営状況に応じた成果の配分を配当

として実施することを目指すとともに、将来の事業展開に備えて財務体質の強化を図ることに努めることとしており

ます。

　当期の期末配当につきましては、当期の業績及びその時点での経営状況、株主の皆様への還元について検討した結

果、１株当たり2.5円（普通配当1.5円、平成27年２月１日の東京証券取引所市場第二部指定の記念配当1.0円）の配

当を実施することを決定しました。

　当社は、期末配当の年１回の剰余金の配当を行うことを基本方針としており、この期末配当の決定機関は株主総会

であります。また当社は「取締役会の決議によって、毎年３月31日を基準日として中間配当をすることができる。」

旨を定款に定めております。

　なお、当事業年度に係る剰余金の配当は以下のとおりであります。

決議年月日
配当金の総額
（千円）

１株当たりの配当額
（円）

平成27年12月22日

定時株主総会決議
35,541 2.5

 

４【株価の推移】

（１）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

回次 第25期 第26期 第27期 第28期 第29期

決算年月 平成23年９月 平成24年９月 平成25年９月 平成26年９月 平成27年９月

最高(円) 17,450 12,480 17,700
25,000

※240
187

最低(円) 7,920 9,550 9,000
11,510

※143
108

（注）１．最高・最低株価は、平成27年２月１日より東京証券取引所市場第二部におけるものであり、それ以前は、東京

証券取引所マザーズにおける株価を記載しております。

２．当社は、平成26年４月１日付けで普通株式１株につき100株の割合をもって株式分割を行っております。※印

は、当該株式分割による権利落後の株価であります。

 

（２）【最近６月間の月別最高・最低株価】

月別 平成27年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高(円) 166 157 187 157 150 128

最低(円) 153 153 149 140 108 114

（注）最高・最低株価は、東京証券取引所市場第二部におけるものであります。
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５【役員の状況】

男性　７名　女性　－名　（役員のうち女性の比率－％）

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有
株式数
（株）

代表取締役社長 － 樽見　茂
昭和38年

５月27日生

 
昭和62年１月 有限会社篠崎屋食品(現当社)設立

 代表取締役社長(現任)
 

(注)３ 3,029,900

取締役

管理グループ長

兼経営企画部長

兼ＩＲ室長

矢立　実
昭和39年

１月16日生

 
平成12年９月 当社入社

 当社取締役営業本部長

平成20年６月

 
平成21年８月

 
平成22年10月

当社取締役営業本部長兼小売事業

部長

当社取締役営業本部長兼外食事業

部長

当社取締役営業本部長兼第二営業

部長

平成23年10月

 
平成25年12月

当社取締役営業グループ長兼外販

営業部長

当社取締役管理グループ長

平成26年２月

 

当社取締役管理グループ長兼

経営企画部長兼ＩＲ室長(現任)
 

(注)３ 125,000

取締役

商品開発グルー

プ長兼商品開発

部長

関根　雅之
昭和40年

１月６日生

 
平成５年11月 当社入社

平成18年４月 当社商品開発部長兼卸事業部長

平成23年10月 当社商品開発グループ長兼商品開

発部長

平成23年12月 当社取締役商品開発グループ長兼

商品開発部長(現任)
 

(注)３ 24,100

取締役 － 永田　淳一
昭和39年

３月11日生

 
昭和62年４月 山種証券株式会社入社

（現：ＳＭＢＣフレンド証券株式

会社）

平成６年４月 株式会社セブン-イレブン・ジャパ

ン入社

平成19年１月 株式会社バリュークリエイション

設立

代表取締役社長(現任)

平成27年12月 当社取締役（現任）
 

(注)３ －

監査役(常勤) － 沼嵜　昭宏
昭和38年

４月26日生

 
昭和62年４月 和光証券株式会社入社

（現：みずほ証券株式会社）

平成16年６月 当社入社

平成16年12月 当社経営企画部長兼ＩＲ室長

平成24年12月 当社経営企画部長兼内部監査部長

兼ＩＲ室長

平成26年２月 当社監査役(現任)

 

(注)４ 50,000
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有
株式数
（株）

監査役 － 佐藤　洋
昭和17年

11月５日生

 
昭和60年５月 社会保険労務士佐藤事務所開業

(現：社会保険労務士法人新創)

平成６年４月 労働保険事務組合しらこばと経営

労務センター会長(現任)

平成15年12月 当社監査役(現任)

平成24年４月 社会保険労務士法人新創

代表社員(現任)
 

(注)５ 15,000

監査役 － 為我井　道隆
昭和29年

２月15日生

 
昭和56年４月 為我井税務会計事務所入所

平成４年３月 税理士登録

平成12年12月 当社監査役(現任)

平成19年１月 為我井税務会計事務所所長(現任)
 

(注)５ 7,000

計 3,251,000

(注)１．取締役永田淳一は、社外取締役であります。

２．監査役佐藤洋及び為我井道隆は、社外監査役であります。

３．取締役の任期は平成27年12月22日の定時株主総会から２年間であります。

４．監査役の任期は平成24年12月19日の定時株主総会から４年間であります。

５．監査役の任期は平成27年12月22日の定時株主総会から４年間であります。

６．当社は、法令に定める監査役の員数を欠くことになる場合に備え、会社法第329条第３項に定める補欠監査役１

名を選任しております。補欠監査役の略歴は次のとおりであります。
 

氏名 生年月日 略歴  所有株式数(株）

平尾　広光 昭和40年11月３日生

平成13年１月　当社入社

平成15年８月　当社松伏工場長

平成19年３月　当社水海道工場マネージャー

平成21年８月　当社技術開発部長(現任)

13,000
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６【コーポレート・ガバナンスの状況等】

（１）【コーポレート・ガバナンスの状況】

コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

　当社は「いいものを安く」をモットーに高品質な商品を適正価格で販売し、人々の健康と幸せな生活を支える、

社会貢献のできる企業であり続けることを企業理念として掲げ、企業価値を継続的に向上させるために、コーポ

レート・ガバナンスの充実を経営の重要課題としております。

　当社は透明性の高い情報開示を行い、多くのステークホルダーの理解を得て、法令や開示ルールに従うだけでは

なく、社会への貢献や市場の要請に応えて、企業の社会性を重視し、消費者、株主、取引先、従業員等のステーク

ホルダーの利益の拡大を図ることをコーポレート・ガバナンスの基本的な考えとしております。

①　企業統治の体制

イ．企業統治の体制の概要

　当社は、４名の取締役で取締役会を構成しており、当社の経営に関わる重要事項の審議並びに意思決定、会

社の事業、経営全般に対する監督を行っております。取締役会は、当社として達成すべき目標を明確化すると

ともに、業績や事業を取り巻く環境の変化を定期的に報告させ、各取締役の業務執行を監督しております。

　当社は、監査役会を設置しており、常勤監査役１名、社外監査役２名で構成されております。監査役会は、

毎月の定例監査役会のほか、取締役会をはじめとする重要会議への出席、業務及び財産の状況調査、常勤監査

役による代表取締役や各取締役との対話を通じて、経営に対する監視を行っております。

　当社は、社長直轄の組織として平成16年12月に内部監査部１名を設置しております。内部監査部は、監査役

会への出席等、監査役会と連携を図るとともに、内部監査部として法令、諸規程の遵守状況及び指導、その他

契約書の精査等を通じてリスクマネジメントに努めております。
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ロ．前項記載の企業統治の体制を採用する理由

　当社は、経営の意思決定機能と、取締役による業務執行を管理監督する機能を取締役会が持つことにより、

経営効率の向上と的確かつ戦略的な経営判断が可能な経営体制をとっております。さらに取締役会に対する十

分な監視機能を発揮するために、社外監査役２名は、それぞれ高い専門性を有し、その専門的見地から的確な

経営監視を行っております。また、社外監査役２名はそれぞれ、当社との人的関係、資本的関係、取引関係そ

の他の利害関係において、当社の一般株主との利益相反が生じる恐れがなく、独立性を有するため選任してお

ります。これらの体制により、監査役設置会社として十分なコーポレート・ガバナンスを構築しております。

ハ．内部統制システム及びリスク管理体制の整備の状況

　当社は、内部統制システムの適切な構築・運用が業務執行の公正性及び効率性を確保するのに重要な経営課

題であるとの認識から、平成18年５月15日開催の取締役会において内部統制システム構築に関する基本方針を

決定し推進しております。

(a) 取締役・使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

　倫理規程、コンプライアンス管理規程を制定するとともに、コンプライアンス委員会を設置し統括責任者

に管理グループ長を選任し、その指揮の下、全社的コンプライアンス体制の構築及び向上を推進しておりま

す。また、コンプライアンスを当社のあらゆる企業活動の前提とすることを、取締役及び使用人が自らの問

題として捉え、職務を執行するよう教育・研修を実施しております。

　内部監査部門は、各部門の職務執行に係るコンプライアンスの状況を監査し、これらの活動は定期的に取

締役会及び監査役会に報告されるものとしております。

(b) 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する事項

　取締役の職務執行に係る情報は、文書管理規程の定めに従い、文書または電磁的媒体に記録し保存すると

ともに、取締役及び監査役が、必要な情報を速やかに入手できる体制を整備しております。

(c) 損失の危険の管理に関する規程その他の体制

　コンプライアンス、環境、災害、品質、情報セキュリティ等に係るリスクについては、組織横断的リスク

状況の監視ならびに全社的対応は管理グループが行い、各部門所管業務に付随するリスク管理は部門担当者

が行うこととし、規則・ガイドラインの制定、教育・研修の実施、マニュアルの作成・配布等を行うものと

しております。また、内部監査部門は各部署ごとのリスク管理の状況を監査し、その結果を取締役会に報告

するものとしております。

　新たに生じたリスクについては、速やかに当該リスクに対する管理体制の整備を行うものとしておりま

す。

(d) 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

　取締役及び使用人が共有する全社的な目標を定め、この浸透を図るとともに、各業務担当取締役は、当該

目標の達成に向けて各部門が実施すべき具体的な目標及び権限分配を含めた効率的な達成の方法を定めるも

のとしております。業務運営の結果については、取締役会において定期的に検証・分析され、効率化を阻害

する要因の排除・低減策の実施を促すことにより、目標達成の確度を高め、全社的な業務効率化を実現する

システムの構築及び改善を図るようにしております。

(e) 当社における業務の適正を確保するための体制

ⅰ．当社における内部統制の構築を目指し、当社の内部統制に関する各担当部署を定めるとともに、部門間

での内部統制に関する協議、情報の共有化、指示・要請の伝達等が効率的に行われるシステムを含む体

制の構築を推進しております。

ⅱ．当社取締役は、各部門の業務執行の適正を確保する内部統制の確立と運用の権限と責任を有しておりま

す。

ⅲ．内部監査部門は、当社の内部監査を実施し、その結果をⅰ．の各担当部署及びⅱ．の責任者に報告し、

ⅰ．の担当部署は必要に応じて、内部統制の改善策の指導、実施の支援・助言を行うものとしておりま

す。

(f) 監査役がその職務の補助をすべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項並びに

その使用人の取締役からの独立性に関する事項

　現在、監査役の職務を補助すべき使用人は配置しておりませんが、必要に応じて、監査役と協議の上、同

使用人を配置することができるものとしております。この場合、監査役より監査業務に必要な命令を受けた

当該使用人は、その命令に関して取締役、内部監査部長等の指揮命令を受けないものとし、また、当該使用

人の任命・解任、評価、人事異動、賃金の改定等については、監査役の同意を得た上で決定するものとして

おります。

(g) 取締役及び使用人が監査役に報告するための体制その他の監査役への報告に関する体制

　取締役または使用人は、監査役に対して、法定の事項に加え、当社に重大な影響を及ぼす事項、内部監査

の実施状況等につき、すみやかに報告するものとしております。
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(h) 監査役の職務の執行について生ずる費用または債務の処理に係る方針に関する事項

　監査役がその職務の執行について生じる費用の前払いまたは償還等の請求をしたときは、当該監査役の職

務の執行に必要でないと認められた場合を除き、速やかに当該費用または債務を処理するものとしておりま

す。

(i) その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

　監査役と代表取締役との間で、随時意見交換を実施するとともに、必要に応じ各業務担当取締役及び重要

な使用人からの意見聴取の機会を設けるものとしております。

ニ．責任限定契約の内容の概要

　当社と社外監査役及び会計監査人監査法人アヴァンティアとは、会社法第427条第１項の規定に基づき、そ

の職務を行うにつき善意でありかつ重大な過失がないときは、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する

契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は法令が規定する額としております。

ホ．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方

　当社は、倫理規程において、暴力団対策法等の趣旨に則り、反社会的勢力に対しては、毅然とした態度で立

ち向かい、一切の関係を遮断することを遵守事項として定めております。

②　内部監査及び監査役監査の状況

　当社の内部監査体制は、代表取締役社長直属の「内部監査部」（１名）を設置し、法令遵守、内部統制の有効

性と効率性、財務内容の適正開示、リスクマネジメントの検証等について、各部門などの監査を実施し、チェッ

ク・指導する体制をとっております。また、財務報告に係る内部統制監査を担当部門と協議、連携の上実行する

ほか、監査役会及び会計監査人と必要の都度相互の情報交換・意見交換を行うなどの連携を密にして、監査の実

効性と効率性の向上を目指しております。

　監査役会は３名のうち２名が社外監査役であり、それぞれ専門性があり、当社の経営をその専門的知識や経験

から監視、監査できる人材を選任しております。各監査役は、取締役会出席に加え、その他重要会議への出席、

取締役からの聴取、稟議書・重要書類の監査等を通じて、取締役の意思決定の経過及び取締役の業務執行状況に

ついて監査しております。なお、定例の監査役会において、相互の職務状況について報告を行うことにより監査

業務の認識を共有化しております。内部監査部及び会計監査人とは、必要の都度相互の情報交換・意見交換を行

うなどの連携を密にして、監査の実効性と効率性の向上を目指しております。

③　会計監査の状況

　当社は、監査法人アヴァンティアと監査契約を締結し、継続して会社法監査及び金融商品取引法監査を受けて

おり、正確かつ迅速な経営情報・財務情報の提供に配慮しております。

　業務を執行した公認会計士の氏名　業務執行社員：木村　直人、　藤田　憲三

　なお、監査年数が７年を超える者はおりません。

　また、当社の監査業務に係る補助者は、公認会計士２名及びその他５名で構成されております。監査役会及び

内部監査部とは、必要の都度、相互の情報交換・意見交換を行うなどの連携を密にして、監査の実効性と効率性

の向上を目指しております。

④　社外取締役及び社外監査役

　当社は、社外取締役１名、社外監査役２名を選任しております。

　社外取締役の永田淳一氏は、食品流通業界に関する幅広い知識と経営者としての豊富な経験等をもって当社の

経営に対し有用な意見をいただくことで、社外取締役としての職務を適切に遂行することができるものと判断し

選任いたしました。

　社外監査役について、佐藤洋氏は当事業年度に開催された取締役会18回のうち17回に出席し、監査役会15回の

うち14回に出席しました。主に社会保険労務士としての専門的見地から、的確な経営監視を実行しております。

また、為我井道隆氏は当事業年度に開催された取締役会18回のうち16回に出席し、監査役会15回のうち13回に出

席いたしました。主に税理士としての専門的見地から、的確な経営監視を実行しております。

　当社は、社外取締役又は社外監査役を選任するための独立性に関する基準又は方針として明確に定めたものは

ありませんが、その選任に際しては、経歴や当社との関係を踏まえて、当社経営陣から独立した立場で社外役員

としての職務を遂行できる十分な独立性が確保できることを個別に判断しております。社外取締役及び社外監査

役と当社との人的関係、資本的関係、または取引関係その他の利害関係において当社の一般株主との利益相反が

生じる恐れがなく、独立性を有するため選任しております。

　社外監査役が、独立した立場から経営への監督と監視を的確かつ有効に実行できる体制を構築するため、内部

監査部との連携の下、必要の都度、経営に関わる必要な資料の提供や事情説明を行う体制をとっております。ま

た、その体制を円滑に進行させるため、常勤監査役が内部監査部と密に連携することで社内各部門からの十分な

情報収集を行っております。これらを通して社外監査役の独立した活動を支援しております。
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⑤　役員報酬等

イ．役員区分ごとの報酬等の総額及び対象となる役員の員数

区分
報酬等の総額
（千円）

報酬等の種類別の総額（千円） 対象となる
役員の員数
（名）基本報酬

ストック
オプション

賞与 退職慰労金

取締役

（社外取締役を除く）
66,000 66,000 － － － 3

監査役

（社外監査役を除く）
7,200 7,200 － － － 1

社外役員 3,480 3,480 － － － 2

ロ．役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針の内容及び決定方法

　当社の取締役の報酬等の額は、各取締役の職責及び経営への貢献度に応じた報酬と、役職に応じた報酬、ま

た会社の業績や各取締役の成果に連動して算定する報酬とを組み合わせて算定することを基本としておりま

す。監査役の報酬額は、株主総会で決議された報酬限度額の範囲内において決定しております。また、役員持

株会を設け、役員の自社株式購入を奨励しております。これらの施策によって企業業績への役員の責任を明確

化するするとともに、業績向上への貢献を促進しております。

⑥　株式の保有状況

　投資株式のうち保有目的が純投資目的以外の目的であるものの銘柄数及び貸借対照表計上額の合計額

　該当事項はありません。

　　　なお、前事業年度及び当事業年度において、当社が保有する保有目的が純投資目的である投資株式はありま

せん。

⑦　取締役の定数

　当社の取締役は７名以内とする旨定款に定めております。

⑧　取締役の選任の決議要件

　当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株

主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨、定款に定めております。また、取締役の選任決議は、累積投

票によらないものとする旨定款に定めております。

⑨　株主総会決議事項を取締役会で決議することができるとしている事項

イ．自己の株式の取得

　当社は、会社法第165条第２項の規定により、経営環境の変化に対応した、より機動的な資本政策を遂行で

きるように、取締役会の決議によって市場取引等により自己の株式を取得できる旨を定款に定めております。

ロ．中間配当

　当社は、会社法第454条第５項の規定により、株主への機動的な利益還元を目的として、取締役会の決議に

よって毎年３月31日を基準日として、中間配当を行うことができる旨を定款に定めております。

⑩　株主総会の特別決議要件

　当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議について、議決権を行使することができる株主の

議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨定款に定めておりま

す。これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うことを目

的とするものであります。

（２）【監査報酬の内容等】

①【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

前事業年度 当事業年度

監査証明業務に基づく報酬
（千円）

非監査業務に基づく報酬
（千円）

監査証明業務に基づく報酬
（千円）

非監査業務に基づく報酬
（千円）

23,000 － 22,320 －

 

②【その他重要な報酬の内容】

　該当事項はありません。

 

③【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

　該当事項はありません。

 

④【監査報酬の決定方針】

　監査日数等を勘案した上で決定しております。
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第５【経理の状況】

１．財務諸表の作成方法について
　当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号）に基づい

て作成しております。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、事業年度（平成26年10月１日から平成27年９月30日

まで）の財務諸表について、監査法人アヴァンティアによる監査を受けております。

 

３．連結財務諸表について
 当社は子会社がありませんので、連結財務諸表を作成しておりません。

 

４．財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて
　当社は、財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みを行っております。具体的には、会計基準等の内容を

適切に把握し、又は会計基準等の変更等について的確に対応することができる体制を整備するため、公益財団法人財

務会計基準機構へ加入しております。
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１【財務諸表等】

（１）【財務諸表】

①【貸借対照表】

  (単位：千円)

 
前事業年度

(平成26年９月30日)
当事業年度

(平成27年９月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 542,791 470,782

売掛金 102,978 98,428

商品 40,248 41,489

貯蔵品 1,543 1,781

リース債権 11,382 9,208

前払費用 34,860 36,253

その他 4,086 6,916

貸倒引当金 △60 △40

流動資産合計 737,832 664,820

固定資産   

有形固定資産   

建物 510,720 508,325

減価償却累計額 △357,912 △373,872

建物（純額） 152,807 134,453

構築物 66,480 59,768

減価償却累計額 △53,266 △48,440

構築物（純額） 13,214 11,327

機械及び装置 10,691 7,217

減価償却累計額 △10,261 △6,882

機械及び装置（純額） 429 335

車両運搬具 5,743 7,452

減価償却累計額 △5,148 △5,983

車両運搬具（純額） 594 1,469

工具、器具及び備品 208,274 208,921

減価償却累計額 △194,605 △199,333

工具、器具及び備品（純額） 13,668 9,587

土地 ※１,※２ 599,268 ※１,※２ 562,970

有形固定資産合計 779,982 720,143

無形固定資産   

ソフトウエア 1,479 24,324

電話加入権 439 439

無形固定資産合計 1,919 24,764

投資その他の資産   

投資有価証券 － 30,000

出資金 319 309

破産更生債権等 239 228

長期前払費用 4,808 2,434

敷金及び保証金 210,443 212,363

リース債権 44,989 35,780

その他 4,365 2,732

貸倒引当金 △261 △240

投資その他の資産合計 264,904 283,608

固定資産合計 1,046,807 1,028,516

資産合計 1,784,639 1,693,336
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  (単位：千円)

 
前事業年度

(平成26年９月30日)
当事業年度

(平成27年９月30日)

負債の部   

流動負債   

買掛金 286,889 230,331

未払金 87,239 69,700

未払費用 45,624 46,986

未払法人税等 20,977 13,381

預り金 3,457 4,294

債務保証損失引当金 20,550 14,550

その他 658 1,165

流動負債合計 465,397 380,409

固定負債   

繰延税金負債 6,965 －

長期預り保証金 600 700

固定負債合計 7,565 700

負債合計 472,962 381,109

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,000,000 1,000,000

資本剰余金   

資本準備金 120,340 120,340

その他資本剰余金 106 106

資本剰余金合計 120,446 120,446

利益剰余金   

利益準備金 3,609 8,584

その他利益剰余金   

繰越利益剰余金 222,749 218,323

利益剰余金合計 226,358 226,908

自己株式 △35,128 △35,128

株主資本合計 1,311,677 1,312,227

純資産合計 1,311,677 1,312,227

負債純資産合計 1,784,639 1,693,336
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②【損益計算書】

  (単位：千円)

 
前事業年度

(自　平成25年10月１日
　至　平成26年９月30日)

当事業年度
(自　平成26年10月１日
　至　平成27年９月30日)

売上高 4,875,076 4,379,895

売上原価   

商品期首たな卸高 32,836 40,248

当期商品仕入高 3,446,332 3,116,280

合計 3,479,168 3,156,528

他勘定振替高 － ※１ 19

商品期末たな卸高 40,248 41,489

売上原価合計 3,438,920 3,115,018

売上総利益 1,436,155 1,264,876

販売費及び一般管理費 ※２ 1,226,884 ※２ 1,183,135

営業利益 209,270 81,741

営業外収益   

受取利息 730 234

償却債権取立益 360 360

受取補償金 － 143

その他 678 178

営業外収益合計 1,768 916

営業外費用   

租税公課 3,925 2,132

保険料 534 351

その他 657 238

営業外費用合計 5,117 2,722

経常利益 205,922 79,935

特別利益   

固定資産売却益 ※３ 52 ※３ 242

債務保証損失引当金戻入額 6,000 3,750

特別利益合計 6,052 3,992

特別損失   

固定資産売却損 ※４ 15,051 ※４ 14,726

固定資産除却損 ※５ 8 ※５ 1

店舗閉鎖損失 5,178 2,271

特別損失合計 20,237 16,999

税引前当期純利益 191,737 66,928

法人税、住民税及び事業税 33,689 23,585

法人税等調整額 － △6,965

法人税等合計 33,689 16,620

当期純利益 158,048 50,307
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③【株主資本等変動計算書】

前事業年度（自　平成25年10月１日　至　平成26年９月30日）

       (単位：千円)

 株主資本

 

資本金

資本剰余金 利益剰余金

 

資本準備金
その他資本剰
余金

資本剰余金合
計

利益準備金

その他利益剰余
金

利益剰余金合
計

 
繰越利益剰余
金

当期首残高 1,000,000 120,340 － 120,340 － 104,402 104,402

当期変動額        

剰余金の配当     3,609 △39,700 △36,091

当期純利益      158,048 158,048

自己株式の取得        

自己株式の処分   106 106    

当期変動額合計 － － 106 106 3,609 118,347 121,956

当期末残高 1,000,000 120,340 106 120,446 3,609 222,749 226,358

 

   

 株主資本

純資産合計
 自己株式 株主資本合計

当期首残高 － 1,224,742 1,224,742

当期変動額    

剰余金の配当  △36,091 △36,091

当期純利益  158,048 158,048

自己株式の取得 △47,902 △47,902 △47,902

自己株式の処分 12,773 12,880 12,880

当期変動額合計 △35,128 86,934 86,934

当期末残高 △35,128 1,311,677 1,311,677
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当事業年度（自　平成26年10月１日　至　平成27年９月30日）

       (単位：千円)

 株主資本

 

資本金

資本剰余金 利益剰余金

 

資本準備金
その他資本剰
余金

資本剰余金合
計

利益準備金

その他利益剰余
金

利益剰余金合
計

 
繰越利益剰余
金

当期首残高 1,000,000 120,340 106 120,446 3,609 222,749 226,358

当期変動額        

剰余金の配当     4,975 △54,733 △49,758

当期純利益      50,307 50,307

自己株式の取得        

自己株式の処分        

当期変動額合計 － － － － 4,975 △4,425 549

当期末残高 1,000,000 120,340 106 120,446 8,584 218,323 226,908

 

   

 株主資本

純資産合計
 自己株式 株主資本合計

当期首残高 △35,128 1,311,677 1,311,677

当期変動額    

剰余金の配当  △49,758 △49,758

当期純利益  50,307 50,307

自己株式の取得    

自己株式の処分    

当期変動額合計 － 549 549

当期末残高 △35,128 1,312,227 1,312,227
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④【キャッシュ・フロー計算書】

  (単位：千円)

 
前事業年度

(自　平成25年10月１日
　至　平成26年９月30日)

当事業年度
(自　平成26年10月１日
　至　平成27年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税引前当期純利益 191,737 66,928

減価償却費及びその他の償却費 40,717 39,326

貸倒引当金の増減額（△は減少） △380 △41

債務保証損失引当金の増減額（△は減少） △6,000 △6,000

受取利息及び受取配当金 △730 △234

為替差損益（△は益） △5 △4

固定資産売却損益（△は益） 14,998 14,483

固定資産除却損 8 1

店舗閉鎖損失 5,178 2,271

売上債権の増減額（△は増加） 15,641 4,552

たな卸資産の増減額（△は増加） △7,656 △1,478

仕入債務の増減額（△は減少） △3,457 △56,557

未払金の増減額（△は減少） 864 △8,859

未払消費税等の増減額（△は減少） 28,483 △8,781

その他 46 △3,204

小計 279,448 42,401

利息及び配当金の受取額 730 234

法人税等の支払額 △46,723 △29,428

営業活動によるキャッシュ・フロー 233,455 13,207

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △10,535 △16,234

有形固定資産の売却による収入 19,328 23,513

無形固定資産の取得による支出 － △24,316

投資有価証券の取得による支出 － △30,000

敷金及び保証金の差入による支出 △19,055 △3,120

敷金及び保証金の回収による収入 2,800 1,200

リース債権の回収による収入 19,001 11,382

割賦債権の回収による収入 70,487 －

その他 △5,219 1,607

投資活動によるキャッシュ・フロー 76,807 △35,966

財務活動によるキャッシュ・フロー   

リース債務の返済による支出 △19,085 －

自己株式の処分による収入 12,756 －

自己株式の取得による支出 △48,363 －

配当金の支払額 △35,461 △49,254

財務活動によるキャッシュ・フロー △90,153 △49,254

現金及び現金同等物に係る換算差額 5 4

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 220,115 △72,009

現金及び現金同等物の期首残高 322,676 542,791

現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 542,791 ※１ 470,782
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【注記事項】

（重要な会計方針）

１．有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券

時価のあるもの

　決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法に

より算定）を採用しております。

２．たな卸資産の評価基準及び評価方法

　主として最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

を採用しております。

３．固定資産の減価償却の方法

(１)有形固定資産（リース資産を除く）

定率法

　ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く。）については、定額法を採用してお

ります。

　なお、主な耐用年数は、次のとおりであります。

建物 ７年～38年

工具、器具及び備品 ３年～６年

(２)無形固定資産（リース資産を除く）

定額法

　なお、自社利用のソフトウエアの償却期間については社内における利用可能期間（５年）によっておりま

す。

(３)リース資産

　所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成20年９月30日以前のリース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

(４)長期前払費用

定額法

４．引当金の計上基準

(１)貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権に

ついては個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

(２)債務保証損失引当金

　債務保証等に係る損失に備えるため、被保証者の財政状態等を勘案し、損失負担見込額を計上しております。

５．キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

　手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負

わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。

６．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

　消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。

 

（会計方針の変更）

（配送費の計上区分の変更）

　物流センターから直営店舗への商品の配送費については、従来、販売費及び一般管理費として処理しておりました

が、当事業年度より売上原価として処理する方法へ変更いたしました。

　製造小売事業を営む当社は、商品の企画・開発・販売に経営資源を集中すべく、平成23年10月より、従来自社で

行っていた製造活動を外部の協力企業に委託し、生産体制の再構築を図ってまいりましたが、今般、協力企業からの

商品の供給体制が確立しつつある状況を踏まえ、当該配送費に係る会計処理を見直した結果、直営店舗に商品を納入

するまでを仕入活動として捉え、当該配送費を仕入れの付随費用として売上原価で処理することが、当社の実態を経

営成績により適切に表示するものと判断いたしました。

　当該会計方針の変更は遡及適用され、前事業年度については遡及適用後の財務諸表となっております。なお、当社

の取扱う商品は鮮度感が求められる日配品が主であるため、店舗に残る在庫金額は僅少であり、今回の変更が店舗在

庫に与える影響は極めて軽微であるため、配送費の在庫への配賦は行っておりません。

　この結果、遡及適用を行う前と比べて、前事業年度の売上原価は325,696千円増加し、売上総利益は同額減少して

おりますが、営業利益、経常利益及び税引前当期純利益への影響はありません。また、前事業年度の期首の純資産

に反映される累積的影響額はないため、前事業年度の利益剰余金の期首残高に与える影響はありません。
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（表示方法の変更）

（損益計算書）

　前事業年度において、独立掲記していた「営業外収益」の「貸倒引当金戻入額」は、営業外収益の総額の100分の

10以下となったため、当事業年度より「その他」に含めて表示しております。この表示方法の変更を反映させるた

め、前事業年度の財務諸表の組替えを行っております。

　この結果、前事業年度の損益計算書において、「営業外収益」の「貸倒引当金戻入額」に表示していた380千円

は、「その他」として組み替えております。

 

（貸借対照表関係）

※１．担保資産及び担保付債務

　担保に供している資産は、次のとおりであります。

 
前事業年度

（平成26年９月30日）
当事業年度

（平成27年９月30日）

土地 373,000千円 373,000千円

 

　担保付債務は、次のとおりであります。

 
前事業年度

（平成26年９月30日）
当事業年度

（平成27年９月30日）

債務保証 20,550千円 14,550千円

 

※２．有形固定資産には以下の遊休固定資産が含まれております。

 
前事業年度

（平成26年９月30日）
当事業年度

（平成27年９月30日）

土地 53,573千円 17,276千円

 

（損益計算書関係）

※１．他勘定振替高の内訳は次のとおりであります。

 
前事業年度

（自　平成25年10月１日
至　平成26年９月30日）

当事業年度
（自　平成26年10月１日
至　平成27年９月30日）

販売費及び一般管理費 － 19千円

 

※２．販売費に属する費用のおおよその割合は前事業年度80.7％、当事業年度81.4％、一般管理費に属する費用のお

およその割合は前事業年度19.3％、当事業年度18.6％であります。

　販売費及び一般管理費の主なもの

 
　前事業年度

（自　平成25年10月１日
　　至　平成26年９月30日）

　当事業年度
（自　平成26年10月１日

　　至　平成27年９月30日）

雑給 351,528千円 369,862千円

地代家賃 364,325 352,669

減価償却費 19,181 21,307

（注）「第５　経理の状況　１　財務諸表等　注記事項（会計方針の変更）」に記載のとおり、当事業年度より配送費の

計上方法を変更しております。前事業年度については、遡及適用後の数値となっております。

 

※３．固定資産売却益の内容

 
前事業年度

（自　平成25年10月１日
至　平成26年９月30日）

当事業年度
（自　平成26年10月１日
至　平成27年９月30日）

工具、器具及び備品 52千円 242千円
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※４．固定資産売却損の内容

 
前事業年度

（自　平成25年10月１日
至　平成26年９月30日）

当事業年度
（自　平成26年10月１日
至　平成27年９月30日）

土地 15,051千円 14,726千円

 

※５．固定資産除却損の内容

 
前事業年度

（自　平成25年10月１日
至　平成26年９月30日）

当事業年度
（自　平成26年10月１日
至　平成27年９月30日）

工具、器具及び備品 8千円 1千円

 

（株主資本等変動計算書関係）

前事業年度（自　平成25年10月１日　至　平成26年９月30日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び総数に関する事項

 

当事業年度期首

株式数

（株）

当事業年度

増加株式数

（株）

当事業年度

減少株式数

（株）

当事業年度末

株式数

（株）

発行済株式数     

普通株式（注）１ 144,366 14,292,234 － 14,436,600

合計 144,366 14,292,234 － 14,436,600

自己株式     

普通株式（注）２．３． － 300,000 80,000 220,000

合計 － 300,000 80,000 220,000

(注)１．普通株式の発行済株式総数の増加14,292,234株は、平成26年４月１日付で行った１株を100株とする株式分割に

よるものであります。

２．普通株式の自己株式の株式数の増加300,000株は、取締役会決議による自己株式の取得によるものであります。

３．普通株式の自己株式の株式数の減少80,000株は、第三者割当による自己株式の処分によるものであります。

 

２．配当に関する事項

（１）配当支払額

 
 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成25年12月17日
定時株主総会

普通株式 36,091 250  平成25年９月30日  平成25年12月18日

 

 

（２）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの

 
 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

配当の原資
１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成26年12月18日
定時株主総会

普通株式 49,758 利益剰余金 3.5  平成26年９月30日  平成26年12月19日
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当事業年度（自　平成26年10月１日　至　平成27年９月30日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び総数に関する事項

 

当事業年度期首

株式数

（株）

当事業年度

増加株式数

（株）

当事業年度

減少株式数

（株）

当事業年度末

株式数

（株）

発行済株式数     

普通株式 14,436,600 － － 14,436,600

合計 14,436,600 － － 14,436,600

自己株式     

普通株式 220,000 － － 220,000

合計 220,000 － － 220,000

 

２．配当に関する事項

（１）配当支払額

 
 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成26年12月18日
定時株主総会

普通株式 49,758 3.5  平成26年９月30日  平成26年12月19日

 

（２）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの

 
 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

配当の原資
１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成27年12月22日
定時株主総会

普通株式 35,541 利益剰余金 2.5  平成27年９月30日  平成27年12月24日

 

（キャッシュ・フロー計算書関係）

※１．現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前事業年度

（自　平成25年10月１日
至　平成26年９月30日）

当事業年度
（自　平成26年10月１日
至　平成27年９月30日）

現金及び預金勘定 542,791千円 470,782千円

現金及び現金同等物 542,791 470,782
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（リース取引関係）

１．ファイナンス・リース取引

　所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が、平成20年９月30日以前のリース取引

については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっており、その内容は次のとおりでありま

す。

 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

　製造設備（機械及び装置）について、所有権移転外ファイナンス・リース契約を締結しておりますが、同条

件により製造委託先へ転貸しているため、該当事項はありません。

 

(2）未経過リース料期末残高相当額等

（単位：千円）
 

 
前事業年度

（平成26年９月30日）
当事業年度

（平成27年９月30日）

未経過リース料期末残高相当額   

１年内 1,354 －

１年超 － －

合計 1,354 －

 

(3）支払リース料及び受取リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額

（単位：千円）
 

 
前事業年度

（自　平成25年10月１日
至　平成26年９月30日）

当事業年度
（自　平成26年10月１日
至　平成27年９月30日）

支払リース料 1,644 1,370

受取リース料 1,644 1,370

減価償却費相当額 － －

支払利息相当額 － －

 

(4）減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

 

(5) 利息相当額の算定方法

　リース料総額とリース物件の取得価額相当額の差額を利息相当額とし、各期への配分方法については、利息

法によっております。

 

（減損損失について）

　リース資産に配分された減損損失はありません。

 

２．転リース

転リース取引に該当し、かつ利息相当額控除前の金額で貸借対照表に計上している額

（単位：千円）
 

 
前事業年度

（平成26年９月30日）
当事業年度

（平成27年９月30日）

リース債権 56,372 44,989

リース債務 － －
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（金融商品関係）

１．金融商品の状況に関する事項

(1）金融商品に対する取組方針

　当社は、資金運用については短期的な預金等及び安全性の高い金融商品等に限定し、また、資金については

必要な都度、主に金融機関から調達する方針であります。

 

(2）金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

　営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。当該リスクに関しては、当社の与信管理

規程に従い、取引先ごとの期日管理及び残高管理を行っております。なお、営業債権は、そのほとんどが１ヶ

月以内の入金期日であります。投資有価証券は、発行体の信用リスクや価格変動リスク等に晒されております

が、格付けの高い債券のみを対象としているため、信用リスクは極めて僅少であります。

　敷金及び保証金は、主に店舗等の賃貸借契約に伴うものであり、契約先の信用リスクに晒されております。

当該リスクに関しては、契約締結前に対象物件の権利関係等の確認を行っております。

　リース債権は、製造設備の転リース取引に伴うものであり、製造委託先の信用リスクに晒されております。

当該リスクに関しては、定期的に製造委託先の財務状況等を把握しております。

　営業債務である買掛金及び未払金は、そのほとんどが３ヶ月以内の支払期日であります。また、営業債務

は、流動性リスクに晒されておりますが、当社では、月次に資金繰り計画を作成するなどの方法により管理し

ております。

 

２．金融商品の時価等に関する事項

　貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、時価を把握することが

極めて困難と認められるものは含まれておりません（（注）２．参照）。

前事業年度（平成26年９月30日）

 
貸借対照表計上額

（千円）
時価（千円） 差額（千円）

(1) 現金及び預金 542,791 542,791 －

(2) 売掛金 102,978 102,978 －

(3) リース債権 56,372 56,372 －

　資産計 702,142 702,142 －

(1) 買掛金 286,889 286,889 －

(2) 未払金 87,239 87,239 －

(3) リース債務 － － －

　負債計 374,128 374,128 －

 

当事業年度（平成27年９月30日）

 
貸借対照表計上額

（千円）
時価（千円） 差額（千円）

(1) 現金及び預金 470,782 470,782 －

(2) 売掛金 98,428 98,428 －

(3) リース債権 44,989 44,989 －

(4) 投資有価証券    

　　　その他有価証券 30,000 30,000 －

　資産計 644,200 644,200 －

(1) 買掛金 230,331 230,331 －

(2) 未払金 69,700 69,700 －

　負債計 300,032 300,032 －
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（注）１．金融商品の時価の算定方法に関する事項

資　産

(1) 現金及び預金、(2) 売掛金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっておりま

す。

(3) リース債権

リース債権の時価は、元利金の合計額を同様のリース取引を行った場合に想定される利率で割り引いた金

額とほぼ等しいと想定されることから、当該帳簿価額によっております。

(4) 投資有価証券

投資有価証券の時価は、取引金融機関から提示された価格によっております。

負　債

(1) 買掛金、(2) 未払金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっておりま

す。

 

　２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

（単位：千円）
 

区分
前事業年度

（平成26年９月30日）
当事業年度

（平成27年９月30日）

敷金及び保証金 210,443 212,363

　敷金及び保証金については、市場価格がなく、かつ、契約等において退去日が確定していないため将来キャッ

シュ・フローを見積もることができず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、上表に含めており

ません。

 

３．金銭債権の決算日後の償還予定額

前事業年度（平成26年９月30日）

 
１年以内
（千円）

１年超５年以内
（千円）

５年超10年以内
（千円）

10年超
（千円）

現金及び預金 542,791 － － －

売掛金 102,978 － － －

リース債権 11,382 44,989 － －

合計 657,152 44,989 － －

 

当事業年度（平成27年９月30日）

 
１年以内
（千円）

１年超５年以内
（千円）

５年超10年以内
（千円）

10年超
（千円）

現金及び預金 470,782 － － －

売掛金 98,428 － － －

リース債権 9,208 35,780 － －

投資有価証券     

　その他有価証券のうち満期があ

るもの
    

　　債券（社債） － － 30,000 －

合計 578,419 35,780 30,000 －

 

EDINET提出書類

株式会社　篠崎屋(E00515)

有価証券報告書

37/51



（有価証券関係）

１．その他有価証券

　前事業年度（平成26年９月30日）

　該当事項はありません。

 

　当事業年度（平成27年９月30日）

 種類
貸借対照表計上額

（千円）
取得原価（千円） 差額（千円）

貸借対照表計上額が取得
原価を超えるもの

(1）株式 － － －

(2）債券    

① 国債・地方債

等
－ － －

② 社債 － － －

③ その他 － － －

(3）その他 － － －

小計 － － －

貸借対照表計上額が取得
原価を超えないもの

(1）株式 － － －

(2）債券    

① 国債・地方債

等
－ － －

② 社債 30,000 30,000 －

③ その他 － － －

(3）その他 － － －

小計 30,000 30,000 －

合計 30,000 30,000 －

 

２．減損処理を行った有価証券

　該当事項はありません。

 

（デリバティブ取引関係）

　該当事項はありません。

 

（退職給付関係）

　該当事項はありません。

 

（ストック・オプション等関係）

　該当事項はありません。
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（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前事業年度

（平成26年９月30日）
 

当事業年度
（平成27年９月30日）

繰延税金資産    

貸倒引当金 251,703千円 228,046千円

投資有価証券評価損 177,150  160,589

減損損失 113,281  69,738

繰越欠損金 495,823  463,139

その他 7,405  5,668

小計 1,045,364  927,183

評価性引当額 △1,045,364  △927,183

繰延税金資産合計 －  －

繰延税金負債    

固定資産圧縮積立金 △6,965  －

繰延税金負債合計 △6,965  －

繰延税金資産（負債）の純額 △6,965  －

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳

 前事業年度
（平成26年９月30日）

 当事業年度
（平成27年９月30日）

法定実効税率 37.7％  35.3％

（調整）    

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.1  0.1

住民税均等割 13.6  33.5

繰越欠損金の期限切れ 129.1  －

評価性引当額の増減額 △162.2  △35.1

固定資産圧縮積立金 －  △10.4

その他 △0.7  1.5

税効果会計適用後の法人税等の負担率 17.6  24.8

 

（持分法損益等）

　該当事項はありません。

 

（資産除去債務関係）

　該当事項はありません。

 

（賃貸等不動産関係）

　当社は、埼玉県に将来の使用が見込まれていない遊休不動産を有しております。

　賃貸等不動産の貸借対照表計上額、期中増減額及び時価は、次のとおりであります。

（単位：千円）
 

 
前事業年度

（自　平成25年10月１日
至　平成26年９月30日）

当事業年度
（自　平成26年10月１日
至　平成27年９月30日）

貸借対照表計上額   

 期首残高 87,853 53,573

 期中増減額 △34,279 △36,297

 期末残高 53,573 17,276

期末時価 55,134 18,649

（注）１．貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した金額であります。

２．期中増減額のうち、当事業年度の減少額はかすみがうら工場（遊休）の売却であります。

３．期末の時価は、「固定資産税評価額」に基づいて自社で算定した金額であります。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経営資源

の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

当社は、「三代目茂蔵」直営店による小売事業を中心に事業活動を展開しております。従いまして、当社は、

「小売事業」及び「その他事業」の２区分を報告セグメントとしております。なお、「その他事業」は、小売加盟

店及び業務用得意先への卸売事業並びに通販事業であります。

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法

報告されている事業セグメントごとの会計処理の方法は「重要な会計方針」における記載と概ね同一でありま

す。また、報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。

３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報

前事業年度（自　平成25年10月１日　至　平成26年９月30日）

    （単位：千円）

 報告セグメント
調整額
（注）１

財務諸表
計上額
（注）２ 小売事業 その他事業 計

売上高      

外部顧客への売上高 4,329,332 545,744 4,875,076 － 4,875,076

セグメント間の内部売上高又は振替高 － － － － －

計 4,329,332 545,744 4,875,076 － 4,875,076

セグメント利益 311,171 66,271 377,443 △168,172 209,270

セグメント資産 960,549 224,209 1,184,759 599,880 1,784,639

その他の項目      

減価償却費 31,161 3,795 34,957 1,936 36,894

有形固定資産及び無形固定資産の増加額 13,106 － 13,106 263 13,369

（注）１．調整額の内容は、以下のとおりであります。

(1) セグメント利益の調整額は、各報告セグメントには配賦していない全社費用であります。全社費用は報告セ

グメントに帰属しない一般管理費であります。

(2) セグメント資産の調整額は、各報告セグメントには配賦していない全社資産であります。全社資産は主に報

告セグメントに帰属しない現金及び預金並びに管理部門に係る資産等であります。

(3) 減価償却費の調整額は、全社資産に係る減価償却費であります。

(4) 有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額は、管理部門等に係る資産の増加額であります。

２．セグメント利益は損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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当事業年度（自　平成26年10月１日　至　平成27年９月30日）

 

    （単位：千円）

 報告セグメント
調整額
（注）１

財務諸表
計上額
（注）２ 小売事業 その他事業 計

売上高      

外部顧客への売上高 3,918,928 460,967 4,379,895 － 4,379,895

セグメント間の内部売上高又は振替高 － － － － －

計 3,918,928 460,967 4,379,895 － 4,379,895

セグメント利益 191,427 50,567 241,995 △160,254 81,741

セグメント資産 955,595 205,459 1,161,055 532,281 1,693,336

その他の項目      

減価償却費 31,826 3,314 35,140 2,219 37,359

有形固定資産及び無形固定資産の増加額 32,661 － 32,661 4,717 37,379

（注）１．調整額の内容は、以下のとおりであります。

(1) セグメント利益の調整額は、各報告セグメントには配賦していない全社費用であります。全社費用は報告セ

グメントに帰属しない一般管理費であります。

(2) セグメント資産の調整額は、各報告セグメントには配賦していない全社資産であります。全社資産は主に報

告セグメントに帰属しない現金及び預金並びに管理部門に係る資産等であります。

(3) 減価償却費の調整額は、全社資産に係る減価償却費であります。

(4) 有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額は、管理部門等に係る資産の増加額であります。

２．セグメント利益は損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

【関連情報】

前事業年度（自 平成25年10月１日 至 平成26年９月30日）

１．製品及びサービスごとの情報

　セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

 

２．地域ごとの情報

(１)　売上高

　本邦以外の外部顧客への売上高がないため、記載を省略しております。

 

(２)　有形固定資産

本邦以外に所在している有形固定資産がないため、記載を省略しております。

 

３．主要な顧客ごとの情報

　損益計算書の売上高に占める割合が10％を超える顧客がないため、記載を省略しております。

 

当事業年度（自 平成26年10月１日 至 平成27年９月30日）

１．製品及びサービスごとの情報

　セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

 

２．地域ごとの情報

(１)　売上高

　本邦以外の外部顧客への売上高がないため、記載を省略しております。

 

(２)　有形固定資産

本邦以外に所在している有形固定資産がないため、記載を省略しております。
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３．主要な顧客ごとの情報

　損益計算書の売上高に占める割合が10％を超える顧客がないため、記載を省略しております。

 

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

該当事項はありません。

 

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

該当事項はありません。

 

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

該当事項はありません。

 

【関連当事者情報】

　重要性が乏しいため、記載を省略しております。

 

（１株当たり情報）

前事業年度
（自　平成25年10月１日
至　平成26年９月30日）

当事業年度
（自　平成26年10月１日
至　平成27年９月30日）

 
１株当たり純資産額 92.26円

１株当たり当期純利益金額 11.02円
 

 
１株当たり純資産額 92.30円

１株当たり当期純利益金額 3.54円
 

（注）１．当社は、平成26年４月１日付で普通株式１株を100株に分割し、１単元の株式を100株とする単元株制度を採

用しております。そのため、前事業年度の期首に当該分割が行われたものと仮定して、１株当たり純資産額

及び１株当たり当期純利益金額を算定しております。

２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

３．１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前事業年度

（自　平成25年10月１日
至　平成26年９月30日）

当事業年度
（自　平成26年10月１日
至　平成27年９月30日）

当期純利益金額(千円) 158,048 50,307

普通株主に帰属しない金額(千円) － －

普通株式に係る当期純利益金額(千円) 158,048 50,307

　期中平均株式数(株) 14,341,704 14,216,600

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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⑤【附属明細表】

【有形固定資産等明細表】

資産の種類
当期首残高
（千円）

当期増加額
（千円）

当期減少額
（千円）

当期末残高
（千円）

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額

（千円）

当期償却額
（千円）

差引当期末残
高（千円）

有形固定資産        

建物 510,720 7,222 9,617 508,325 373,872 24,919 134,453

構築物 66,480 － 6,712 59,768 48,440 1,886 11,327

機械及び装置 10,691 － 3,474 7,217 6,882 94 335

車両運搬具 5,743 1,709 － 7,452 5,983 834 1,469

工具、器具及び備品 208,274 4,130 3,483 208,921 199,333 8,152 9,587

土地 599,268 － 36,297 562,970 － － 562,970

有形固定資産計 1,401,178 13,062 59,586 1,354,655 634,512 35,887 720,143

無形固定資産        

ソフトウエア 67,615 24,316 － 91,932 67,607 1,471 24,324

電話加入権 439 － － 439 － － 439

無形固定資産計 68,055 24,316 － 92,372 67,607 1,471 24,764

長期前払費用 56,934 280 3,543 53,671 51,236 1,966 2,434

(注)１．当期増加額のうち主なものは、次のとおりであります。

建物 小売事業用店舗 新装、電気設備工事等 7,222千円

工具、器具及び備品 小売事業用店舗 店舗設備等 3,445千円

ソフトウェア 小売事業用 店舗ｗｅｂ管理システム 20,000千円

ソフトウェア 本社機構 基幹システム 2,606千円

ソフトウェア 本社機構 電子ジャーナルシステム 1,709千円

２．当期減少額のうち主なものは、次のとおりであります。

建物 本社機構 かすみがうら工場（遊休）売却 2,046千円

建物 小売事業用店舗 店舗閉店に伴う除却 7,571千円

構築物 本社機構 かすみがうら工場（遊休）売却 6,197千円

機械及び装置 本社機構 かすみがうら工場（遊休）売却 3,474千円

工具、器具及び備品 小売事業用店舗 店舗閉店に伴う除却 2,014千円

土地 本社機構 かすみがうら工場（遊休）売却 36,297千円

 

【社債明細表】

　該当事項はありません。

 

【借入金等明細表】

　該当事項はありません。

 

【引当金明細表】

区分
当期首残高
（千円）

当期増加額
（千円）

当期減少額
（目的使用）
（千円）

当期減少額
（その他）
（千円）

当期末残高
（千円）

貸倒引当金 321 － － 41 280

債務保証損失引当金 20,550 － 2,250 3,750 14,550

（注）１．貸倒引当金の「当期減少額（その他）」は、債権回収に伴う戻入額及び洗替えによる戻入額であります。

２．債務保証損失引当金の「当期減少額（その他）」は、洗替えによる戻入額であります。

 

【資産除去債務明細表】

　該当事項はありません。
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（２）【主な資産及び負債の内容】

①　流動資産

イ．現金及び預金

区分 金額(千円)

現金 13,312

預金  

当座預金 1,977

普通預金 454,498

別段預金 994

小計 457,470

合計 470,782

 

ロ．売掛金

相手先別内訳

相手先 金額(千円)

株式会社升喜 34,163

株式会社イトーヨーカ堂 15,165

株式会社OPA 5,064

株式会社アトレ 4,829

東武ビルマネジメント株式会社 3,933

その他 35,272

合計 98,428

 

売掛金の発生及び回収並びに滞留状況

当期首残高
(千円)

当期発生高
(千円)

当期回収高
(千円)

当期末残高
(千円)

回収率(％) 滞留期間(日)

(A) (B) (C) (D)

 
(C)

×100
(A) ＋ (B)

 

 
 (A) ＋ (D) 

 ２  

 (B)  

 365  
 

102,978 1,408,666 1,413,216 98,428 93.5 26

(注)　当期発生高には消費税等が含まれております。

ハ．商品

区分 金額(千円)

商品  

加工前食材・包材類 13,895

デザート・菓子類 10,530

常温品 4,085

惣菜 2,907

惣菜たれ・調味料 2,386

その他 7,683

合計 41,489
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ニ．貯蔵品

区分 金額(千円)

貯蔵品  

店舗用備品 1,291

その他 489

合計 1,781

 

②　固定資産

イ．敷金及び保証金

区分 金額(千円)

店舗敷金 207,987

事務所敷金 4,376

合計 212,363

 

③　流動負債

イ．買掛金

相手先 金額(千円)

株式会社ハギワラ 84,695

株式会社ジェーフーズ 38,188

兼松ソイテック株式会社 14,199

株式会社高遠 10,529

SHOJI株式会社 9,401

その他 73,318

合計 230,331
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（３）【その他】

当事業年度における四半期情報等

（累計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 当事業年度

売上高（千円） 1,188,945 2,314,801 3,483,217 4,379,895

税引前四半期（当期）純利益

金額（千円）
42,410 77,293 117,597 66,928

四半期（当期）純利益金額

（千円）
33,599 66,676 98,863 50,307

１株当たり四半期（当期）純

利益金額（円）
2.36 4.69 6.95 3.54

 

（会計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

１株当たり四半期純利益金額

又は１株当たり四半期純損失

金額（△）（円）

2.36 2.33 2.26 △3.42

 

EDINET提出書類

株式会社　篠崎屋(E00515)

有価証券報告書

46/51



第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 10月１日から９月30日まで

定時株主総会 事業年度末日から３ヵ月以内

基準日 ９月30日

剰余金の配当の基準日
３月31日

９月30日

１単元の株式数 100株

公告掲載方法

電子公告とする。ただし事故その他やむを得ない事由により電子公告によ

る公告をすることができないときは、日本経済新聞に掲載して行う。

なお、電子公告は当会社のホームページに掲載しており、そのアドレスは

次のとおりであります。

公告掲載URL　http://www.shinozakiya.com

株主に対する特典 該当事項はありません。

(注) 当社の単元株未満株式を有する株主は、その有する単元未満株式について、次に掲げる権利以外の権利を行使する

ことができない旨定款に定めております。

(1) 会社法第189条第２項各号に掲げる権利

(2) 会社法第166条第１項の規定による取得を請求する権利

(3) 募集株式又は募集新株予約権の割当てを受ける権利
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

　　　当社は、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。

２【その他の参考情報】

　当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

(1) 有価証券報告書及びその添付書類並びに確認書

事業年度(第28期)　(自　平成25年10月１日　至　平成26年９月30日)

平成26年12月19日関東財務局長に提出

(2) 内部統制報告書及びその添付書類

平成26年12月19日関東財務局長に提出

(3) 四半期報告書及び確認書

(第29期第１四半期)　(自　平成26年10月１日　至　平成26年12月31日)

平成27年２月５日関東財務局長に提出

(第29期第２四半期)　(自　平成27年１月１日　至　平成27年３月31日)

平成27年５月１日関東財務局長に提出

(第29期第３四半期)　(自　平成27年４月１日　至　平成27年６月30日)

平成27年８月５日関東財務局長に提出

(4) 臨時報告書

平成26年12月24日関東財務局長に提出

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２（株主総会における議決権行使の結果）に基づく

臨時報告書であります。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書

平成27年12月18日

株式会社篠崎屋

取　締　役　会　　御中

 

監査法人アヴァンティア

代 表 社 員
業務執行社
員

 
公認会計
士

 木　村　直　人　　印

業務執行社
員

 
公認会計
士

 藤　田　憲　三　　印

 

＜財務諸表監査＞
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状

況」に掲げられている株式会社篠崎屋の平成26年10月１日から平成27年９月30日までの第29期事業年度
の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算
書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細表について監査を行った。
 

財務諸表に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作
成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
 

監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見

を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠
して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合
理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監

査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に
基づいて選択及び適用される。財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するための
ものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案する
ために、財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用
した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め、全体としての財務
諸表の表示を検討することが含まれる。
当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見
当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、株式会社篠崎屋の平成27年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経
営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
 

強調事項
「会計方針の変更」に記載されているとおり、会社は、当事業年度から、従来販売費及び一般管理費

として処理していた物流センターから直営店舗への商品の配送費を、売上原価として処理する方法へ変
更している。
当該事項は、当監査法人の意見に影響を及ぼすものではない。
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＜内部統制監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、株式会社篠

崎屋の平成27年９月30日現在の内部統制報告書について監査を行った。
 

内部統制報告書に対する経営者の責任

経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正妥当と認め

られる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し適正に表示することに

ある。

なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができ

ない可能性がある。
 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した内部統制監査に基づいて、独立の立場から内部統制報告

書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財

務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査

の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得る

ために、監査計画を策定し、これに基づき内部統制監査を実施することを求めている。

内部統制監査においては、内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果について監査

証拠を入手するための手続が実施される。内部統制監査の監査手続は、当監査法人の判断により、財務

報告の信頼性に及ぼす影響の重要性に基づいて選択及び適用される。また、内部統制監査には、財務報

告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果について経営者が行った記載を含め、全体として

の内部統制報告書の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
 

監査意見

当監査法人は、株式会社篠崎屋が平成27年９月30日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表

示した上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制

の評価の基準に準拠して、財務報告に係る内部統制の評価結果について、すべての重要な点において適

正に表示しているものと認める。
 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。
 

以　上

  

  

（注）１． 上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は

 当社（有価証券報告書提出会社）が財務諸表に添付する形で別途保管しております。

２． ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれておりません。
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